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検認審査・入力業務 

 

 

Ⅰ 委託条件 

１ 委託業務遂行能力担保等 

（１） 被扶養者資格確認の審査能力 

被扶養者資格確認について、基本的なノウハウがあり、書類の確認や審査を遂行できる能力があるこ

と。 

（２）履行体制の構築 

   委託件数等を踏まえて、必要な作業人員の確保やパソコン等の事務機器の配置等、履行期限を遵守す 

るための業務実施体制の構築が可能であること。 

（３）再委託 

    委託業務の全部または主体的部分に係る業務を第三者へ委託（以下「再委託」という。）することは認

めない。なお、本委託業務において主体的部分とは、「委託物品の搬送作業以外のすべての業務」をい

う。 

（４）情報セキュリティに関する第三者評価の保持 

ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１又はＪＩＳＱ２７００１やプライバシーマークを保持していること。 

 

２ 委託物品の安全性の確保 

（１）委託物品等の搬送時における安全性の確保 

  ①委託物品等の搬送方法 

委託物品等の搬送は、自社所有の車両または以下の条件を満たす搬送業者により行うこととし、配送

経費については、日本年金機構健康保険組合（以下「組合」という。）の負担とする。 

なお、配送関連業務を再委託により行う場合は、必要な手続きを行うこと。 

＜配送業者の条件＞ 

個人情報保護等の安全性の確保の点で支障がないこと。 

②委託物品等の保護 

受託事業者は、委託物品の搬送にあたり、水漏れや落下等による破損、盗難及び紛失等による情報漏

えいの防止に努め、十分な安全性が確保された方法をとること。 

（２）委託業務の作業場 

受託事業者は、委託業務を以下の要件を満たす作業場で行うこととし、あらかじめ組合の承認を受け

ること。 

①受託事業者が用意した作業場の設備 

  受託事業者が用意した作業場（以下「受託事業者作業場」という。）は、電子錠またはそれに準ずるも

のを保有し、関係者のみが知り得る情報によって入退室の管理が可能であること。 

②退室管理 

 受託事業者は、受託事業者作業場の入退室の状況を記録し、当該記録の検査を行うこと。 
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（３）委託物品の保管場所 

受託事業者は、受託事業者作業場において、委託物品を保管するため、施錠可能な保管庫を保有し、

当該保管庫の施錠を確実に行い、適切に管理すること。 

①鍵の管理・保管 

 受託事業者は、委託物品を保管するための保管庫の鍵について、厳重に管理・保管すること。 

②鍵の貸出状況等 

 受託事業者は、保管庫の鍵の貸出状況等を記録し、当該記録の検査を行うこと。 

（４）搬送作業場及び保管場所に係る通知 

受託事業者は、委託業務開始日の10日前までに、委託物品等の搬送、委託業務の作業場及び委託物品

の保管場所について、組合に承認を受けること。 

また、変更等を行う場合についても、同様とすること。 

 

３ 組合からの照会対応 

処理状況等について、組合からの照会に対しては、即時に対応のとれる体制を整備すること。 

 

Ⅱ 委託内容 

 

１ 作業内容 

（１）健康保険被扶養者確認調書の確認・パンチ入力 

仕様書「【別紙５】健康保険被扶養者確認調書（以下「確認調書」という。）」及び添付書類を受領し、

確認調書を以下入力内容に沿って確認すると同時に、仕様書の通り「【別紙４】納品データレイアウト」

に必要項目のパンチを行うこと。 

項  目 入  力  内  容 

⑩単身赴任手当の有無 確認調書⑩欄の「有無」に記載されたものを入力する。 

⑪被保険者の年間収入 確認調書⑪欄に記載された被保険者の年間収入を入力する。 

⑫被扶養者でない 

配偶者の有無 

確認調書⑫欄の「有無」に記載されたものを入力する。 

⑬被扶養者でない 

配偶者の年間収入 

確認調書⑬欄に記載された被扶養者でない配偶者の年間収入を入力

する。 

⑭備考 確認調書⑭に記載された内容、及びその他留意事項を入力する。 

⑳職業 確認調書⑳欄に記載された職業の番号（１～６）を選択する。 

４・６で任意に記載された職業については、⑭備考欄に入力する。 

㉑収入の有無 確認調書㉑欄の「有無」に記載されたものを入力する。 

㉒収入がある場合：給与 確認調書㉒欄の「給与」に記載された収入の金額を入力する。 

㉒収入がある場合：年金 確認調書㉒欄の「年金」に記載された収入の金額を入力する。 

㉒収入がある場合：自営業 確認調書㉒欄の「自営業」に記載された収入の金額を入力する。 

㉒収入がある場合：その他 確認調書㉒欄の「その他」に記載された収入の金額を入力する。 

㉒収入がある場合：合計 扶養調書㉒欄の「合計」に記載された合計額を入力する。 

確認調書㉑欄で「有無」に無を選択した場合は「０」と入力する。 

㉓住居の同・別 確認調書㉓欄の「住居の同・別」に記載されたものを入力する。 
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㉔別居の場合の送金方法とその年

間額：銀行振込 

確認調書㉔欄の「銀行振込」に記載された収入の金額を入力する。 

㉔別居の場合の送金方法とその年

間額：その他） 

確認調書㉔欄の「その他」に記載された収入の金額を入力する。 

㉔別居の場合の送金方法とその年

間額：合計 

確認調書㉔欄の合計額を入力する。 

㉕市区町村 確認調書㉕欄に記載された都道府県と市区町村名を入力する。 

（例 東京都千代田区） 

㉖削除届 削除届が添付されていた場合「有」、添付されていない場合は「無」

と入力する。 

㉖削除届：提出日 確認調書㉖欄の「提出日」に記載されている日付を入力する。 

㉖削除届：削除日 確認調書㉖欄の「削除日」に記載されている日付を入力する。 

 

（２） 審査結果の報告、データ納品 

審査の結果は組合が定めるCSV形式にデータを入力し納品する。 

形式は仕様書「【別紙4】納品データレイアウト」のとおりとし、以下入力内容に準ずること。 

 

審査結果 審査の結果扶養の範囲と判断した場合「認定」と入力する。 

審査の結果扶養の範囲外と判断した場合は「削除対象」と入力する。 

審査内容に疑義があり、組合の判断が必要な場合は「エスカレーシ

ョン」と入力する。 

削除理由 「審査結果」において削除対象となった場合、その理由を入力する。 

（例 被扶養者の収入超限のため） 

データ納品日 組合にデータを納品した日を入力する。（YYYY/MM/DD） 

 

 

２ 委託物品の返却 

 組合から受託事業者への委託物品の返却先は以下のとおりとする。 

    〒１０２－８５４８ 東京都千代田区三番町２２ 

   日本年金機構健康保険組合 業務課適用係 

 

 

３ 納期 

 審査の結果は、1週間単位でとりまとめ組合に納品する。 

 

 

Ⅲ 留意事項等 

１ 委託物品の破損等の場合における対応 

受託事業者は、委託物品に破損、滅失等の問題が生じた場合には、直ちに組合に連絡し、対応を協議す

るとともに「事故報告書」を作成し、遅滞なく組合に提出すること。 

 



 5 

２ データ等の秘密保護 

受託事業者は、個人情報の保護の重要性を認識し、検認審査・入力業務の実施に当たっては、個人の権

利利益を侵害することのないよう、個人情報を適切に取り扱わなければならない。 

（１）個人情報の漏えい等の防止 

受託業者はＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１又はＪＩＳＱ２７００１やプライバシーマークの認証の写しを提

出する。（当該認証を証明できる書類の写しでも可） 

個人情報の外部漏えいを防止するため、検認審査・入力業務に係る作業については、組合から承認を

受けた受託事業者作業場で行うこと。 

検認審査・入力業務で個人情報を取り扱うパソコンについて、不正アクセスを防止するため、インタ

ーネットから物理的又は論理的に隔離すること。 

（２）納品物に係る複写データ、個人情報に係る複写複製物等の廃棄及び消去 

    受託事業者は、2か月の保存期間経過後、Excelファイル等のデータを情報漏えいのない形で速やかに

消去しなければならない。 

なお、受託事業者は、委託期間中最後の納品物に係る複写データの保存期間経過後、委託期間中に作

成した納品物に係る複製データ、個人情報の複写複製物等の廃棄及び消去状況の検査をし、保存期間を

経過した日から１週間以内に組合に「【別紙1】終了時検査報告書」を提出すること。 

（３）従事者への周知 

受託事業者は、検認審査・入力業務に従事している者に対して、在職中及び退職後において、その業

務に関して知ることのできた個人情報を他に漏らしてはならないこと及び契約の目的以外の目的に使用

してはならないことなど、個人情報の保護に関し必要な事項を周知するものとする。 

（４）利用及び提供の制限 

受託事業者は、検認審査・入力業務に関して知り得た個人情報を業務の目的以外の目的のために利用

し、または第三者に提供してはならない。 

（５）秘密の保持 

受託事業者は、検認審査・入力業務に関して知ることができた個人情報をみだりに他人に知らせては

ならない。 

検認審査・入力業務が終了した後においても同様とする。 

 

３ 事故等の連絡 

受託事業者は、契約履行中に事故等（個人情報の漏えい等を含む。）が発生した場合は、直ちに組合に

連絡し、対応を協議するとともに、速やかに事故等の内容について任意様式により報告すること。 

天災事変等のため納期の遅延等が予想される場合も、直ちに組合に連絡し、対応を協議すること。 

 

４ 立ち入り調査の実施 

組合は、個人情報の管理状況の確認、法令の遵守状況の確認、委託業務の進捗状況の確認、その他、随

時、特定の事務室及び本案件に関連する事務室等へ立ち入り調査を実施することができることとし、調査

の結果、改善を要する問題の発生等を把握した場合は、受託事業者の責任において速やかに改善を図るよ

う求めるものとする。なお、この場合、必要に応じて、改善及び改善状況について、文書による報告を求

めるものとする。 
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５ 費用の請求 

委託業務に係る費用請求は、最終納期後、速やかに組合あてに行うこと。 


